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○ 関東農政局管内の農業経営体数（平成27年）は33万２千経営体で、全国の約４分の１を占め
ています。

○ 都県別にみると、茨城県が５万８千経営体（全国１位）で最も多く、次いで長野県が５万４千
経営体（同３位）、千葉県が４万５千経営体（同７位）の順となっています。

○ また、関東局管内の農業経営体数（同）は、平成17年と比べ14万２千経営体（30％）減少し
ましたが、組織経営体数（同）は5,224経営体で、同874経営体（20％）増加しています。
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農業経営体（平成27年）

１ 農業経営体

農林業センサスからみる関東の農業

資料：農林水産省「農林業センサス」

農政局等別 都道府県別
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（経営体）

農業経営体とは、農産物の生産を行う
か又は委託を受けて農作業を行い、生
産又は作業に係る面積・頭数が、一定
規模（経営耕地面積30ａ、年間販売
金額50万円以上又は定められた外形
基準）以上の事業を行う者をいいます。

家族経営体とは、１世帯（雇用者の有
無は問わない。）で事業を行う者をい
います。
なお、農家が法人化した形態である一
戸一法人を含みます。

組織経営体とは、世帯で事業を行わな
い者（家族経営体でない経営体）をい
います。

２ 農業経営体の経営耕地
○ 関東局管内の１経営体当たり経営耕地面積（平成27年）は1.64haで、平成17年と比べ0.37ha

（30％）上昇しており、規模拡大が進展しています。
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経営体数、経営耕地面積及び
１経営体当たり経営耕地面積の推移

注：経営体数は、経営耕地面積なしの経営体を除いている。

経営耕地面積規模別経営耕地面積割合

12ポイント上昇

経営耕地面積規模別経営耕地面積の増減率
（平成27年／17年）

５ha以上の階層
が増加

全国
順位

都道府県 農業経営体
全  国
シェア

経営体 ％

1 茨 城 57,989 4

2 新 潟 56,114 4

3 長 野 53,808 4

4 福 島 53,157 4

5 兵 庫 47,895 3

6 岩 手 46,993 3

7 千 葉 44,985 3

8 熊 本 41,482 3

9 北 海 道 40,714 3

10 栃 木 40,473 3

- 全 国 1,377,266 100

１経営体当たり経営耕地面積



○ 関東農政局管内の基幹的農業従事者数（平成27年）は46万２千人で、全国の約４分の１を占めてい
ます。

○ 都県別にみると、茨城県が７万７千人（全国２位）で最も多く、次いで長野県が７万３千人（同３
位）、千葉県が６万５千人（同５位）の順となっています。

○ 平成27年の基幹的農業従事者は70歳以上の割合が約５割となり、平均年齢も年々上昇し、
67.3歳となっています。
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位）、千葉県が６万５千人（同５位）の順となっています。

○ 平成27年の基幹的農業従事者は70歳以上の割合が約５割となり、平均年齢も年々上昇し、
67.3歳となっています。

基幹的農業従事者数（平成27年）

３ 農業労働力（基幹的農業従事者数及び常雇い）

農林業センサスからみる関東の農業

資料：農林水産省「農林業センサス」

農政局等別 都道府県別

基幹的農業従事者数と
平均年齢（関東局）

○ 基幹的農業従事者が減少する一方で、常雇い数は増加しており、平成27年の関東局管内の常
雇い数は６万１千人で、平成17年と比べ２万７千人（78%）増加しています。

○ また、常雇い雇入れ率も4.7％となり、平成17年より3.0ポイント上昇しています。

○ 基幹的農業従事者が減少する一方で、常雇い数は増加しており、平成27年の関東局管内の常
雇い数は６万１千人で、平成17年と比べ２万７千人（78%）増加しています。

○ また、常雇い雇入れ率も4.7％となり、平成17年より3.0ポイント上昇しています。
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基幹的農業従事者とは、自営農業を主として従事した15歳以上の世帯員（農業就業者）のうち、普段の仕事として主に自営農業
に従事している者で、主に家事や育児を行う主婦や学生等を含まない。

常雇い数の推移（関東局）
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常雇い雇入れ率

注：常雇い雇入れ率は、常雇いを雇い入れた経営体数を農業経営体数計で除し、算出した。

常雇いとは、主として農業経営のため
に雇った人で、雇用契約（口頭の契約
でもかまわない。）に際し、あらかじ
め７か月以上の期間を定めて雇った人
（期間を定めずに雇った人を含む。）
のことをいいます。

全国
順位

都道府県
基　幹　的
農業従事者

全  国
シェア

人 ％

1 北 海 道 89,228 5

2 茨 城 76,821 4

3 長 野 73,467 4

4 熊 本 65,209 4

5 千 葉 65,099 4

6 福 島 65,076 4

7 新 潟 62,368 4

8 岩 手 59,162 3

9 青 森 58,222 3

10 愛 知 55,332 3

- 全 国 1,753,764 100


